
シンポジウムのお知らせ

不確実性を増すアジア地域

不確実性の増大

　2016年はアジア地域での不確実性が増す事態が続

いた1年間として記憶に残るであろう。6月末にフィリ

ピンでドゥテルテ新大統領が就任した。かつてダバオ市

長として麻薬撲滅に大いに手腕を発揮したが、その超法

規的手段が国際的な人権団体や主要国首脳からも指摘

されてきた。しかし社会の基本である治安の維持に努め

て、フィリピン国民からは絶大な支持を集めて当選に至

った。選挙期間中の過激な発言から、大統領としての素

養を不安視する見方も多かった。10月末の初来日では、

日本政府からの円借款を調印し、日比財界人との精力的

な会合をこなした。ただ残念であったのは、三笠宮殿下

の薨去で天皇陛下との会見が喪中につき実現しなかっ

たことであろう。

　9月以降になると韓国の朴大統領が、40年来の友人に

国家の機密情報を提供して助言を得ていたことが発覚

した。さらにその友人による公的財団の資金流用疑惑、そ

の資金調達に大統領府青瓦台の側近2名が関与していた

ことで、大統領が検察の事情聴取を受けるという韓国政

治で初の事態に直面している。朴大統領は就任直後の9

割近い支持率から、11月には5％まで低落した。朴大統

領は任期を1年以上残し、任期中の罷免はないとされて

いるものの、20万人を超す朴大統領への反対集会が組織

され、レイムダックの感を免れない事態が続いている。

　また隣国の北朝鮮では、5回のミサイル発射と数回の

地下核実験の実施が、周辺諸国への緊張を高めている。

北朝鮮の瀬戸際外交は、挑発と中国の後ろ盾を背景に、

ますますエスカレートしてきた。日本と北朝鮮との関係

では、日本人拉致被害者の早期引渡しという大きな課

題がある。交渉のテーブルに着く前提条件すら高く設

定しているしたたかな行動には、中国も手を焼いてい

る感がある。このような挑発行動がいつまで続くので

あろうか。次の行動が読み難い事でも、北東アジアにお

ける大きな不確実性要因である。

　タイでは10月13日に、長らく病気療養中であった

プミポン国王が崩御された。プミポン国王の年齢と健

康状態から、いずれは来るであろうＸデーのことは懸

念されてはいたものの、そのショックと影響はタイ国

内に留まらない。世界最長期間の立憲君主として国民

の敬愛と尊崇を受けてきたプミポン国王の喪失感は大

きい。プラユット暫定首相のもとで1か月の喪中の後

に、王室の新体制が整い、新指導部による国家の政治的

安定に大いに期待したい一方、不確実性が依然として

残っている不安がある。

　さらに11月8日には、アメリカ合衆国の次期大統領

にトランプ候補が決定した。アメリカ国内のみならず、

日本や世界各国でも多くのメディアや専門家が想定外

の選挙結果に驚いたことは記憶に新しい。2017年1月

20日の正午をもってトランプ次期大統領が就任する

と、今後はトランプ政策がアメリカ国内のみならず、世

界はもちろんアジア地域の政治や経済にも大きな影響

を与えることは必至である。

グローバル化の光と影

　これらの出来事が示唆するのは、アジア地域のみなら

ず世界各国で不確実性が高まっていることである。不確

田中　則仁

◆第 1 回　2016 年 5 月 25 日（水）
　　「遼寧工業都市の歴史、文化、現状
　　　 ―丹東市と中朝関係を中心として―」
　　　　報告者：馬　　興国（神奈川大学特別招聘教授）

●研究グループ：「東南アジアから西アジアにおける民主化と経済発展」
◆2016 年 6 月18 日（土）
　　報告 1
　　「映画をとおして見るシンガポールの現代社会」
　　　　報告者：盛田　茂（立教大学アジア地域研究所・特任研究員）
　報告 2
　　「香港の社会運動と環境保護団体」
　　　　報告者：村井　寛志（所員、外国語学部・教授）

●研究グループ：「東アジアにおける安全保障秩序の変動」
◆2016 年 7 月 15 日（金）
　　「冷戦後の国際秩序の変容とロシアの位相
　　　 ―中国中心主義か、多様化か
　　　　報告者：加藤　美保子（北海道大学スラブ・ユーラシア研究
センター特任助教）

●研究グループ：「アジアの水に関する総合的研究」
◆2016 年 7 月 22 日（金）
　　「チベット高原の水問題―アジアの水がめと西部大開発―」
　　　　報告者：秋山　憲治（所員、経済学部教授））

●研究グループ：総合研究「アジアの水に関する総合的研究」
《国内》
　出張者：秋山　憲治（所員、経済学部教授）
　　　　 ：李　　貞和（所員、経営学部特任准教授）
　　　　 ：後藤　　晃（客員教授、経済学部非常勤）
　　　　 ：内藤　徹雄（客員研究員　経済学部非常勤）
　出張先：韓国　済州島
　日　程：2016 年 9 月 5 日（月）～９月８日（木）
　目　的：済州島の水資源視察

●研究グループ：「東アジアの国際経済・
　　　　　　　　 ビジネスの変還と現状そして今後の展望」

《国外》
　出張者：田中　則仁（所員、経営学部教授）
　出張先：インドネシア、シンガポール 
　日　程：2016 年 9 月 10 日（土）～ 9 月 18 日（日）
　目　的：アジア地域の日系企業の訪問調査

●研究グループ：「東南アジアから西アジアにおける民主化と経済発展」
《国外》
　出張者：藤村　是清（客員研究員、経済学部非常勤）
　出張先：カナダ　バンクーバー 
　日　程：2016 年 7 月 2 日（土）～ 7 月 9 日（土）
　目　的：共同研究による学会出張

●研究グループ：「東アジアにおける東西文明の出会い或いは衝突」
《国内》
　出張者：松本　和也（外国学部准教授）
　出張先：松本市 
　日　程：2016 年 9 月 11 日 ( 日 ) ～ 12 日（月）
　目　的：「北杜夫関連資料」にかかる調査

　出張者：松本　和也（外国学部准教授）
　出張先：信濃
　日　程：2016 年 9 月 26 日（月）
　目　的：「絵画資料」にかかる調査

●研究グループ：「アジア地域におけるサプライチェーン
　　　　　　　　 リスクマネジメントに関する研究」

《国外》　
　出張者：堀口　正之（理学部教授）
　出張先：中国　北京市
　日　程：2016 年 8 月 11 日（木）～ 8 月 15 日（月）
　目　的：共同研究による学会出張

●「アジアの自然環境と災害」
　 会場：KU ポートスクエア

　●第 1 回  9/  9（金）　「アジア諸国の地震災害と防災」
　　　　　　　　　　　　　郝　　憲生（防災科学技術研究所）

　●第 2 回  9/16（金）　「アジアの地形・地質環境から見た自然災害の
　　　　　　　　　　　 地域特性」
　　　　　　　　　　　　　山崎　晴雄（首都大学教授）

　●第 3 回  9/23（金）　「アジア諸国の自然災害の特徴」
　　　　　　　　　　　　　小川　雄二郎（元アジア防災センター長）

　●第 4 回  9/30（金）　「グローバル気候システムとアジアモンスーン変動」
　　　　　　　　　　　　　植田　宏昭（筑波大学）

　●第 5 回 10/14（金） 　「アジア諸国の災害対策」
　　　　　　　　　　　　　荒木田　勝（アジア防災センター）

　●第 6 回 10/21（金）　「アジアにおける気象災害と気候変動適応」
　　　　　　　　　　　　　大楽　浩司（防災科学技術研究所）
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2016 年度　アジア研究センター活動報告 2016 年 4 月～2016 年 9 月

　　　　2016 年度アジア研究センター  シンポジウム
「東アジアの社会運動から考える“民主主義”の行方」

―台湾・香港・韓国・沖縄・日本―

日　　　時：2017 年 1 月 19 日（木）　10:30 ～ 14:30（12:00 ～13:00 休憩）

場　　　所：神奈川大学　横浜キャンパス　3 号館 305 室

　　　　　　第一部：10:30 ～ 12:00
　　　　　　第二部：13:00 ～ 14:30（含む総合討論）

※詳細は神奈川大学アジア・レビュー Vol.4（2017 年 3 月刊行予定）に掲載

共同研究グループ主催による公開研究会

共同研究グループによる連続講演

公開研究会

共同研究グループによる出張

《調査報告》
　「不確実性を増すアジア地域」　田中　則仁

《学会報告》
　「リーンマネジメントに関する国際会議に参加をして」　堀口　正之

《研究調査》
　「ヤオ族の研究調査」　廣田　律子

《調査報告》
　「韓国済州道の水資源を探って」　李　貞和

《講演会報告》
　「冷戦後の国際秩序の変容とロシアの位相
　　：中国中心主義か、多様化か」　佐橋　亮
2016年度活動報告
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実性とは意思決定者がコントロールし得ない事象の発生

と定義されている。2016年6月のイギリス国民投票によ

るＥＵ離脱賛成との結果も、様々な現状を不安視する多

くのイギリス国民の意思である。中東情勢の不安定化か

らシリアの内戦が泥沼化し、シリア難民のヨーロッパへ

の流入が激増している。この事態にどのように対応すべ

きか、困惑しているイギリス国民が多かったのであろう。

　アメリカの大統領選挙に関しては、その結果がアメリ

カ国民の意思表明である限り、トランプ支持者の胎動を

見抜けなかった識者にとっての不確実性であって、トラ

ンプ支持者にとってはそれこそが望んでいた成果である。

筆者の専門分野でみるならば、トランプ次期大統領がＴＰ

Ｐからの離脱を明言していることが懸念される。長年にわ

たり交渉が繰り返されてきたＴＰＰは、2015年10月に

大筋合意に至った。その後参加12か国が、各国内での国会

審議を経て批准へと向かうはずであった。日本では衆議院

を通過して、参議院での審議中である。（本稿執筆時点）し

かし最大の課題は、アメリカの議会審議と批准である。こ

れ無くしてＴＰＰは発効しない。

　アメリカの大統領選挙を通じて、ＴＰＰはアメリカ人労

働者の雇用を奪い、富を失うことになると、民主党、共和党

両候補から指摘があった。全米各地域で企業の生産拠点

が、価格競争力を失って閉鎖され、雇用機会が喪失してい

ることは事実としてある。一方で、アメリカ企業の多くが、

市場での競争優位を維持すべく、中南米やアジア地域に生

産拠点を設け、そこからの安い製品が大規模なショッピン

グモールでアメリカ人消費者に受け入れられているので

ある。ＴＰＰから離脱することは、決してアメリカ人消費

者のプラスにはならないであろう。

　中国の政府と企業のグローバル化が著しい。中国は

2010年に日本を抜いて世界で第2位のＧＤＰ大国にな

った。その後、経済援助や経済協力政策を巧みに駆使しな

がら、2016年1月にはＡＩＩＢ（アジアインフラ投資銀

行）を57か国で発足させた。これまでの中国とアジアや

アフリカ諸国との２国間関係ではなく、多国間での支援

を通じて、これら諸国との経済関係を強化することをね

らっている。経済支援を受けているアフリカ諸国の中に

は、せっかくの中国からの支援ではあっても、その資金が

結局は中国企業に流れて中国に還流し、また技術的な支

援を期待しても難しかったとの実態も聞かれている。中

国企業による支援の影の部分がクローズアップされてい

ることも、事実として認識しておかなければならない。

パラダイムの変革
　グローバル化の光の部分だけでなく、影の部分にも目を

向けていかなければならない。ＴＰＰの大筋合意の過程で

は、多岐にわたる個別項目での交渉が繰り返されてきた。

その中には、日本の産業界にとってプラスになる事項もあ

れば、農業界には大きな試練となることが懸念されてい

る。従来からの日本の農業構造や従業者の平均年齢65歳

という現状では、ＴＰＰが目指しているこれからの農業

経営の要求に対応することは決して楽ではない。しかし

日本の農業も大きな転換点に立っているといえよう。こ

れまで幾度となくガットウルグアイラウンドの危機や農

政の変革に直面した日本の農業である。しかし、今回のＴ

ＰＰでは、農業の就業人口減少や高齢化など、供給能力に

おける不確実性がとても大きい。この点は、アジア地域の

中心国や途上国が、生産年齢人口が若いという人口ボー

ナスに恵まれていることと日本の現状は好対照である。

人口ボーナスがまだしばらく期待できるのは、インド、イ

ンドネシア、マレーシアなどである。中国は一人っ子政策

の影響で、タイやシンガポールでも人口ボーナスはもは

や期待できない。そう考えると、アジア地域の発展余力あ

る国々がほぼ特定できそうである。

　中所得国の罠も考慮しておかなければならない。発展

途上国は先進国や国際機関からの資金や技術援助によ

り、低所得国か中所得国へと発展できることはアジア地

域の各国が証明した。しかし次の課題は、自国内で技術

開発、技術革新を行い、人材育成を計画し、社会インフラ

を整えていくことである。日本は1960年代の高度成長

期を経て、1970年代には名実ともに先進国に脱却した。

台湾や韓国も1980年代にそのプロセスを卒業した。シ

ンガポールは2015年に建国50周年を迎え、国威発揚に

努めている。これらの中所得国を卒業し先進国に脱皮し

た国々に共通するのは、教育である。教育はすぐには結

果がでない。しかし中所得国が先進国を目指す時に、最

も重要で早い方法が教育を重点政策に置き、教育に政策

的な投資を行うことである。

多元文化社会での教育
　教育を通じて、多様な価値観をきちんと知ること。多元

文化社会での自分の価値観を持つことと、他を受容でき

る異文化コミュニケーションの力を養うことこそが、持

続ある発展に不可欠な力になる。日本の場合は、江戸時代

の寺子屋や藩校に始まり、明治期以降の初等中等教育と

いう世界に誇るべき伝統ある教育の制度設計があった。

しかし近年では、少子化の影響からか競争が減少し、保守

的で内向き志向の強い生徒や学生が増えているように感

じる。海外に雄飛するだけが国際化ではないが、様々な異

　今年度採択されたアジア研究センターでの共同研究

「アジア地域におけるサンプライチェーンリスクマネジ

メントに関する研究」（研究代表者：工学部中島健一先生）

に関連して、2016年8月12日から14日に中国・北京

にて開催された国際会議（ICMOR2016, International 

Conference on Management and Operations 

Research）に参加し、研究成果発表を行ってきた。この

会議では、産業における意思決定の諸問題に対して、そ

れぞれの研究者の専門分野からの解決のアプローチによ

る発表・議論がされた。この会議の大まかな様子としては、

経済・経営および理工系に幅広くわたる具体的分析と理

論研究に取り組む研究者がアジア各国から集い、オース

トラリア、デンマーク、アメリカ、スペインの著名な研

究者の基調講演や研究発表もあり、盛況に開催された。

　私の研究テーマは、生産管理工程にも応用されるマル

コフ決定モデルの数学理論としての基礎研究であり、た

とえば自動車の生産ラインのような一つの完成品を作る

工程での部品の供給と在庫管理の計画を行うことに応用

される。需要の不確実さに対して、確率モデルを構成し、

その確率モデル下での状態推移法則の推定をもとにした

適応制御の理論的研究である。不確実な状況をモデル化

する場合、確率論の立場によらない手法がいくつもある

が、そのうちの一つの不確実性理論の研究が中国国内で

は活発に取り組まれている。今回の国際会議へは、北京

理工大学のXiaoxia Huang教授に参加を御声がけいただ

いて出席した。Huang教授は、不確実性理論のもとでの

ポートフォリオ選択問題の著名研究者である。そもそも

は、私の所属する研究グループが、日本国内で半世紀近

くにわたり脈々と受け継がれてきている研究コミュニ

ティであったことが幸いし、昨年、Huang教授に部会で

のご講演をいただいたことの研究交流から、今回、北京

での会議参加の機会を得た次第である。他分野にわたる

先生方とのディスカッションを通じて新たな研究テーマ

となる課題も見えてきた。

　会議では、リーンマネジメント（生産管理）の視点から、

新製品の開発、生産工程のメンテナンス、サービス分野

での顧客満足度などの数理モデルの理論的解析や、環境

問題に対する実際的な研究など、中国国内においても日

本と同様にマネジメントサイエンスやオペレーションズ・

リサーチの科学研究は理論と実際の両輪の研究で進めら

れていることを改めて感じた。さらに、複合領域の側面

も持つ研究分野でもあるため、それぞれの専門分野の融

合による問題解決に取り組む必要がある。日本の誇る伝

統的な生産管理における意思決定・問題解決手法が充分

に活用される研究分野である。今回の北京での国際会議

に参加して、世界の工場として今後10年での一層の発展

の自負とともに、それと並行して、産業における第4の

波のうねりをうまく乗り越えるべく、科学技術研究を推

進していることが垣間見られた。

また、産業や環境の問題に対して

日本と類似した困難性に対処して

いる状況の中で、日本がかつて経

験してきた問題解決手法から得た

知見なども踏まえ、アジア各国の

状況に応じた新たなマネジメント

手法の研究の必要性も実感した。

（理学部　教授）

堀口　正之

リーンマネジメントに関する国際会議に参加をして
学会報告

文化に対して広い受容性を持つ心だけは育てていって欲

しいい。大学においては、異文化コミュニケーションを通

じて、多様性の中から自分とは違う価値観を知り、学んで

いける環境を作りだす仕掛けが必要であろう。

　2016年の一連の出来事から、これまでの社会や個人で

の大きな支配的価値観である従来のパラダイム、特に資本

主義の役割に関しては、変革すべき時がきていると考え

る。ただし国家や政府の視点では、先人が培ってきた国際

社会において、各国の協力と発展という基本命題を破棄し

てはならない。今から1世紀前、第一次世界大戦の教訓で

国際連盟が設立された。その後、第二次世界大戦を経て各

国は再度、国際連合を設立した。加盟国の対話と協力こそが

国際社会の持続ある発展の原点であることを確認したは

ずである。

　今年の論調をみていると、国際社会全般の協力体制や全

体利益という視点ではなく、自国中心の国益追及の機運が

高まっているように見える。しかしグローバル化の影の本

質を見誤ってはいけない。グローバル化を否定する保護主

義や利己的なナショナリズムからは、決して自国の長期的

な国益も得られない。拡大する地域社会の格差をどのよう

に是正すべきか、そのためにできることや、為すべきことは

何かが問われている。
 （所員　経営学部教授）
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実性とは意思決定者がコントロールし得ない事象の発生

と定義されている。2016年6月のイギリス国民投票によ

るＥＵ離脱賛成との結果も、様々な現状を不安視する多

くのイギリス国民の意思である。中東情勢の不安定化か

らシリアの内戦が泥沼化し、シリア難民のヨーロッパへ

の流入が激増している。この事態にどのように対応すべ

きか、困惑しているイギリス国民が多かったのであろう。

アメリカの大統領選挙に関しては、その結果がアメリ

カ国民の意思表明である限り、トランプ支持者の胎動を

見抜けなかった識者にとっての不確実性であって、トラ

ンプ支持者にとってはそれこそが望んでいた成果である。

筆者の専門分野でみるならば、トランプ次期大統領がＴＰ

Ｐからの離脱を明言していることが懸念される。長年にわ

たり交渉が繰り返されてきたＴＰＰは、2015年10月に

大筋合意に至った。その後参加12か国が、各国内での国会

審議を経て批准へと向かうはずであった。日本では衆議院

を通過して、参議院での審議中である。（本稿執筆時点）し

かし最大の課題は、アメリカの議会審議と批准である。こ

れ無くしてＴＰＰは発効しない。

アメリカの大統領選挙を通じて、ＴＰＰはアメリカ人労

働者の雇用を奪い、富を失うことになると、民主党、共和党

両候補から指摘があった。全米各地域で企業の生産拠点

が、価格競争力を失って閉鎖され、雇用機会が喪失してい

ることは事実としてある。一方で、アメリカ企業の多くが、

市場での競争優位を維持すべく、中南米やアジア地域に生

産拠点を設け、そこからの安い製品が大規模なショッピン

グモールでアメリカ人消費者に受け入れられているので

ある。ＴＰＰから離脱することは、決してアメリカ人消費

者のプラスにはならないであろう。

中国の政府と企業のグローバル化が著しい。中国は

2010年に日本を抜いて世界で第2位のＧＤＰ大国にな

った。その後、経済援助や経済協力政策を巧みに駆使しな

がら、2016年1月にはＡＩＩＢ（アジアインフラ投資銀

行）を57か国で発足させた。これまでの中国とアジアや

アフリカ諸国との２国間関係ではなく、多国間での支援

を通じて、これら諸国との経済関係を強化することをね

らっている。経済支援を受けているアフリカ諸国の中に

は、せっかくの中国からの支援ではあっても、その資金が

結局は中国企業に流れて中国に還流し、また技術的な支

援を期待しても難しかったとの実態も聞かれている。中

国企業による支援の影の部分がクローズアップされてい

ることも、事実として認識しておかなければならない。

パラダイムの変革
グローバル化の光の部分だけでなく、影の部分にも目を

向けていかなければならない。ＴＰＰの大筋合意の過程で

は、多岐にわたる個別項目での交渉が繰り返されてきた。

その中には、日本の産業界にとってプラスになる事項もあ

れば、農業界には大きな試練となることが懸念されてい

る。従来からの日本の農業構造や従業者の平均年齢65歳

という現状では、ＴＰＰが目指しているこれからの農業

経営の要求に対応することは決して楽ではない。しかし

日本の農業も大きな転換点に立っているといえよう。こ

れまで幾度となくガットウルグアイラウンドの危機や農

政の変革に直面した日本の農業である。しかし、今回のＴ

ＰＰでは、農業の就業人口減少や高齢化など、供給能力に

おける不確実性がとても大きい。この点は、アジア地域の

中心国や途上国が、生産年齢人口が若いという人口ボー

ナスに恵まれていることと日本の現状は好対照である。

人口ボーナスがまだしばらく期待できるのは、インド、イ

ンドネシア、マレーシアなどである。中国は一人っ子政策

の影響で、タイやシンガポールでも人口ボーナスはもは

や期待できない。そう考えると、アジア地域の発展余力あ

る国々がほぼ特定できそうである。

中所得国の罠も考慮しておかなければならない。発展

途上国は先進国や国際機関からの資金や技術援助によ

り、低所得国か中所得国へと発展できることはアジア地

域の各国が証明した。しかし次の課題は、自国内で技術

開発、技術革新を行い、人材育成を計画し、社会インフラ

を整えていくことである。日本は1960年代の高度成長

期を経て、1970年代には名実ともに先進国に脱却した。

台湾や韓国も1980年代にそのプロセスを卒業した。シ

ンガポールは2015年に建国50周年を迎え、国威発揚に

努めている。これらの中所得国を卒業し先進国に脱皮し

た国々に共通するのは、教育である。教育はすぐには結

果がでない。しかし中所得国が先進国を目指す時に、最

も重要で早い方法が教育を重点政策に置き、教育に政策

的な投資を行うことである。

多元文化社会での教育
教育を通じて、多様な価値観をきちんと知ること。多元

文化社会での自分の価値観を持つことと、他を受容でき

る異文化コミュニケーションの力を養うことこそが、持

続ある発展に不可欠な力になる。日本の場合は、江戸時代

の寺子屋や藩校に始まり、明治期以降の初等中等教育と

いう世界に誇るべき伝統ある教育の制度設計があった。

しかし近年では、少子化の影響からか競争が減少し、保守

的で内向き志向の強い生徒や学生が増えているように感

じる。海外に雄飛するだけが国際化ではないが、様々な異

文化に対して広い受容性を持つ心だけは育てていって欲

しいい。大学においては、異文化コミュニケーションを通

じて、多様性の中から自分とは違う価値観を知り、学んで

いける環境を作りだす仕掛けが必要であろう。

　2016年の一連の出来事から、これまでの社会や個人で

の大きな支配的価値観である従来のパラダイム、特に資本

主義の役割に関しては、変革すべき時がきていると考え

る。ただし国家や政府の視点では、先人が培ってきた国際

社会において、各国の協力と発展という基本命題を破棄し

てはならない。今から1世紀前、第一次世界大戦の教訓で

国際連盟が設立された。その後、第二次世界大戦を経て各

国は再度、国際連合を設立した。加盟国の対話と協力こそが

国際社会の持続ある発展の原点であることを確認したは

ずである。

　今年の論調をみていると、国際社会全般の協力体制や全

体利益という視点ではなく、自国中心の国益追及の機運が

高まっているように見える。しかしグローバル化の影の本

質を見誤ってはいけない。グローバル化を否定する保護主

義や利己的なナショナリズムからは、決して自国の長期的

な国益も得られない。拡大する地域社会の格差をどのよう

に是正すべきか、そのためにできることや、為すべきことは

何かが問われている。
 （所員　経営学部教授）




